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1 はじめに 
1964年に発生した新潟地震の際に新潟市川岸町に

あった県営アパート 2 号棟で地震記録が得られてい

る。この記録は，液状化サイトで初めて得られた記

録であった。新潟地震は液状化により多大な構造物

被害を生じた初めての地震であることから，ここで

記録が得られたことは画期的なことといえ，液状化

研究に用いられてきた。たとえば，基礎構造設計指

針1)では，この地震記録の最大値を丸めた 200cm/s2

を液状化検討用の地表加速度としており，1995年兵

庫県南部地震でより大きい記録が得られるまで用い

られてきた。 

図 4 に波形を示す。この波形の特徴は 7 秒付近か

ら急に波形が長周期になっていることである。現在

では地盤に非線形化が発生すると記録が長周期化す

ることが知られているが，この記録ではそれが明瞭

に現れていることから，長周期化した時刻，約 7 秒

が液状化が発生した時刻であるとされてきた2)。 

これに対して，Kudoら3)はこの波形を再検討した。

そこでは地震工学的な観点に加え，スペクトルの時

間変化や半地下部と屋上の記録の比較などを行い，7

秒からの長周期化するような波形は液状化で無くて

も説明できること，12秒付近を境として建物のロッ

キング性状が異なっていることを指摘した。さらに，

著者の一人と工藤はこの記録の液状化解析を行い，

12秒付近が液状化が発生した時刻であることを指摘

した4)。その手法は，観測波を地表の記録と考え，重

複反射理論を用いて，基盤の入射波を求め，これを

入力として有効応力地震応答解析を行うというもの

であった。液状化のような強非線形サイトでは重複

反射理論が適用できないことはよく知られているが，

液状化する前であれば重複反射理論の適用範囲であ

ることから，全応力解析と有効応力解析の差が現れ

るところが液状化という発想であった。 

この検討では重複反射理論を用いた解析コードと

して SHAKE5)を用いた。しかし，SHAKEは非線形性

が大きくなると，加速度を過大に評価する，高振動

数成分の応答を過小評価するなどの欠点があり6)，特

に後者が地表の波形から基盤入射波を求める逆増幅

解析に問題が起きることが知られている7)6)。そこで，

ここでは同じ計算を著者の一人が提案する，上記二

つの SHAKEの欠点を改良した解析コード DYNEQ6)

を用いて行ってみる。 

2 検討方法と解析条件 
先の述べたように，半地下（以下，地表として扱

う）の観測波から，重複反射理論を用いて基盤にお

ける入射波を求める。ここで，解析プログラム

DYNEQ6)を用いるのが今回の試みである。次に，求

めた入射波を入力とし，有効応力地震応答解析プロ

グラム YUSAYUSA8)を用いて解析を行なう。 

地盤モデルおよび弾性定数は，文献9)に示される

ものを用いる。柱状図は後に図 2 に最大応答値とと

もに示すが，GL-70mまでの地盤がモデル化されてお

り，すべて砂地盤である。文献 9)には内部摩擦角が

示されているが，ここでは，液状化前の強度をより

精度よく設定したいと考え，動的変形特性を文献10)

に基づいて決めることにし，その際必要な D50 は文

献11)に示される概略値を用いる。また，YUSAYUSA

では双曲線モデルを用いていることから，得られた

動的変形特性のG/G0=0.5に対するひずみを読み取り，

これに弾性定数を乗じたものをせん断強度とした。

図 1 に設定した動的変形と双曲線モデルを比較して

示すが，両者はひずみの大きい領域までよく一致し

ている。 

3 計算結果と考察 
波形の特徴が現れている NS 方向の地震波を入力

し，入射波を求める。図-2 に解析で得られた最大値

を示す。また，得られた基盤入射波を図 3に示す。 



次に，YUSAYUSAによる全応力解析

および有効応力解析の結果による最大

加速度を図 2 に示す。最大応答で見る

と，深部はほとんど同じであるが，液

状化した層のひずみが大きく異なって

いる。 

図 4 には観測値，全応力解析と有効

応力解析による地表の加速度時刻歴を比較している

が，観測値と全応力解析の結果はほぼ一致しており，

手法の妥当性がわかる。また，波形がずれ始めるの

は約 11秒以降である。さらに，図 5には過剰間隙水

圧時刻歴を示すが，液状化が発生したのは約 11秒で

ある。 

4 まとめ 
1964年新潟地震の際，川岸町で得られた記録を地

盤工学的観点から再検討した結果，手法の妥当性が

確認され，また，液状化が発生したのは地震後約 11

秒であることがわかった。 
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図 1 応力-ひずみ関係のモデル化 
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図 2 最大応答値の比較 
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図 3 基盤入射波 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

A
c
c
e
le
ra
ti
o
n
(m
/
s2
)

20151050

Time(sec)

 入射波
 有効応力
 全応力

図 4 地表加速度の比較（全応力，有効応力） 
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図 5 過剰間隙水圧比時刻歴 
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